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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第３四半期連結
累計期間

第49期
第３四半期連結
会計期間

第48期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（千円） 9,253,1013,095,05817,436,543

経常利益又は経常損失（△）（千円） 1,284 △1,936 505,863

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）（千円） 18,195 △8,312　 △22,641

純資産額（千円） － 5,314,3825,415,016

総資産額（千円） － 11,125,40512,989,698

１株当たり純資産額（円） － 901.81 918.89

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
3.09 △1.41 △3.84

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 47.8 41.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
758,014 － 776

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△186,276 － △438,478

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△10,508 － 718,229

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 1,920,0161,332,921

従業員数（人） － 244 246

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。  

        ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第48期及び第49期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、１株当た

り四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在していないため記載しておりません。第49期第３四半

期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。   

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 244 (47)

　（注）　　従業員数は就業人員数であり、嘱託及び臨時従業員は（　）外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 221 (47)

　（注）　  従業員数は就業人員数であり、嘱託及び臨時従業員は（　）外数で記載しております。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円）

ＳＳＰ部門 239,073

サーマル部門 224,824

メディカル部門 290,243

ＰＷＢＡ部門 1,633,866

合計 2,388,008

備考
（ＳＳＰ部門）

上記生産実績の外、防災設備工事の施工高は下記のとおりであります。

 975,485

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　ＳＳＰ部門の生産高には、防災設備工事で使用する機器も含まれております。

４　防災設備工事の施工高は、当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高を記載しております。

５　繰越施工高は、未成工事支出金より推定したものであります。

(2）受注実績

　当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

ＳＳＰ部門 1,075,485 1,968,053

サーマル部門 270,351 143,069

メディカル部門 390,880 192,468

ＰＷＢＡ部門 1,688,284 234,609

合計 3,425,000 2,538,201

　（注）１　上記の金額は、消費税等は含まれておりません。

２　ＳＳＰ部門には完成工事高も含まれております。
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(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円）

ＳＳＰ部門 957,062

サーマル部門 244,727

メディカル部門 273,680

ＰＷＢＡ部門 1,619,588

合計 3,095,058

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　ＳＳＰ部門には、完成工事高も含まれております。

３　当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

富士ゼロックス株式会社 375,913 12.1

　　　　　　　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

 

４【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が判

断したものであります。

 

 (1) 業績の状況

  当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気に一部回復の兆候が見られるものの、企業の生産活動の減

少、設備投資の抑制、また、雇用情勢の悪化と個人消費の低迷等、先行き不透明感が継続しており、非常に厳しい経営

環境となりました。　

　このような経営環境の下、当第３四半期連結会計期間における当社グループは、第１四半期連結会計期間から引き

続き、差別化営業の展開、社内の人的リソースの見直し、設備投資の抑制、生産用部品の内製化率の向上をはじめとす

る様々な原価低減活動を積極的に推進してまいりましたが、市況悪化の影響により、受注高は3,425百万円、売上高は

3,095百万円となりました。

　利益面につきましては、当第３四半期連結会計期間においては、回復基調が見られるものの、売上高減少にともなう

長野工場の操業度低下による不良原価差異発生の影響等により、売上総利益が減少し、営業利益は26百万円となりま

した。経常損益につきましては、当第３四半期連結会計期間において急激な円高となったことによる為替差損が30百

万円発生したこと等により、１百万円の経常損失、四半期純損益につきましては、減損処理による投資有価証券評価

損７百万円を特別損失として計上したこと等により８百万円の四半期純損失となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

SSP（Safety Security Protection）部門

　当防災業界におきましては、公共投資が低調に推移したことのほか、民間企業の設備投資が先送りされるなどの厳

しい受注環境と激しいコスト競争が続いております。当該環境の下、 当部門におきましては、ガス消火設備および高

付加価値製品である爆発抑制装置等を中心に差別化営業を積極的に展開してまいりましたが、住宅用火災警報器

「煙雷（えんらい）」の自主回収問題と大型工事案件の工期遅延等により、受注、売上ともに予想を下廻って推移い

たしました。

　以上の結果　受注高は1,075百万円、売上高は957百万円となりました。　 

　

サーマル部門

昨年来の半導体業界の市場縮小に伴い、大手半導体メーカーの供給量削減と大幅な設備投資抑制が継続しており

ますが、一部において上向き基調も見え始めたことにより、当社主力製品の一つである温度センサー、熱板の受注と

売上が若干上向いてまいりました。また、新製品として市場投入いたしました非接触センサー用温度調節器のＡＩシ

リーズにおいても、徐々に出荷台数が増加してまいりました。

以上の結果、受注高は270百万円、売上高は244百万円となりました。

 

メディカル部門

　主力製品である人工腎臓透析装置において販売元の在庫調整も徐々に進展し、ほぼ昨年並みの在庫量となったこと

により、販売量が増加してまいりました。しかしながら、東南アジア以外の出荷国の経済状況の回復は未だ不透明な

状況となっており、出荷も低迷状況が続いております。

　また、当社で生産を行なっておりました一部日本国内向け人工腎臓透析装置の生産を販売元に移管した事にともな

い、日本国内向け人工腎臓透析装置の生産が、本年２月度を以って終了いたしました。

　以上の結果、受注高は390百万円、売上高は273百万円となりました。

 

PWBA（Printed Wiring Board Assembly）部門

香港の海外子会社である日本芬翁（香港）有限公司において、日本国内からの生産移管を更に進めると共に、新た

に受注した新製品の立ち上げも完了し、昨年下期より出荷を開始しております。しかしながら、第１、２四半期連結会

計期間においては、当該新製品の受注が低迷したことにより減産状態にありましたが、当第３四半期連結会計期間に

おいては新製品を中心に受注、売上が回復してまいりました。一方、国内生産におきましては、客先の減産が継続して

おり受注、売上が大幅に減少したまま推移しております。

以上の結果、受注高は1,688百万円、売上高は1,619百万円となりました。

 

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。
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日  本

　国内は、一部の半導体製造装置メーカーからの受注が回復傾向にあり、また、人工腎臓透析装置の販売元の在庫調整

も進展してきたことにより受注、売上は若干回復基調にあるものの、依然として企業の設備投資の抑制が継続し、厳

しい販売環境が継続しております。その結果、売上高は2,472百万円、営業損益につきましては、長野工場の操業度低

下による売上総利益の減少等により39百万円の営業損失となりました。　

 

中  国

　中国は、昨年下期より発売を開始した新製品を中心に受注、売上が若干回復したことにより、売上高は938百万円、営

業利益は37百万円となりました。 

 

  (2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、第２四半期連結会

計期間末と比較して403百万円増加し、1,920百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況）

　営業活動の結果獲得した資金は、504百万円となりました。これは、主に売上債権の減少262百万円、棚卸資産の減少

51百万円及び仕入債務の増加80百万円によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況）

　投資活動の結果使用した資金は、129百万円となりました。これは主に満期保有目的の債券取得100百万円及び有形

固定資産の取得24百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況）

　財務活動の結果獲得した資金は、51百万円であります。これは短期借入金増加51百万円によるものであります。 

  

　(3) 財政状態の分析 

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は11,125百万円となり、第２四半期連結会計期間末と比較して82百

万円（0.8%）増加しております。主な増加要因は、売掛債権回収にともなう現金及び預金の増加403百万円、海外子会

社の売上増加を主要因とする受取手形及び売掛金の増加152百万円であり、主な減少要因は、売掛債権回収にともな

う完成工事未収入金の減少459百万円（32.6％）等によるものであります。 

　負債総額は5,811百万円となり、第２四半期連結会計期間末と比較して99百万円（1.7%）増加しております。主な増

加要因は、賞与引当金の増加92百万円によるものであります。

　純資産合計は5,314百万円となり、第２四半期連結会計期間末と比較して16百万円（0.3%）減少しております。主な

要因は、四半期純損失８百万円によるものであります。

　　　　　

　(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 
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　(5)研究開発活動 　

　当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、83百万円であります。

　また、当第３四半期連結会計期間における主な研究開発活動の状況の変更はありません。

　なお、当第３四半期連結会計期間における研究開発活動の状況は次のとおりであります。また、ＰＷＢＡ部門につい

ては研究開発活動を行っておりませんので、それを除いた部門について記載いたします。

 

SSP（Safety Security Protection）部門  

　自動火災報知システム、火災警報器、消火装置を中心とした研究開発を進めております。自動火災報知システムの新

型Ｓ－ＮＥＴにつきましては開発をほぼ終了し、日本消防検定協会による検定中であります。

住宅用火災警報器SF12(煙雷)の姉妹器としての熱式住宅用火災警報器(熱雷)につきましては開発を終了し、発売

を開始いたしました。さらに住宅用火災警報器におきましては高信頼性、高付加価値型の新たな煙式住宅用火災警報

器を開発中であります。

産業用警報器につきましては、スタンドアロン型高耐ノイズタイプの開発を終了し、超高感度煙感知システムを引

き続き開発中であります。

　

サーマル部門 　

　温度を主体とした汎用制御機器や半導体／ＦＰＤ製造装置用の加熱機器、センサー及びその応用機器の開発を継続

しております。

また、年初に市場投入いたしました非接触式温度センサー、温度モニターＡＩシリーズ装置取付用パーツの各種設

計、排気配管用デイジーチェーン(数珠繋ぎ)式温度調節器の集中監視用タッチパネル制御盤などの開発も進めてお

ります。

　

メディカル部門

　海外向けの人工腎臓透析装置「ＴＲ－８０００」「ＴＲ－ＦＸ」について、輸出先が増えるなか各国の言語に対応

した製品の開発を順次進めるとともに、市場の要求に応えるべく機能の追加、変更に対しての対応を進めておりま

す。また、円高の状況においても、コスト競争力を維持すべく、積極的な原価低減のための開発にも取り組んでおりま

す。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　　

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　　 普通株式 20,713,000

計 20,713,000

　②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
(平成21年11月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

   普通株式 5,893,000 5,893,000ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 5,893,000 5,893,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年７月１日～

 平成21年９月30日
－ 5,893,000 － 996,600 － 1,460,517

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（６）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成21年6月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

 ①【発行済株式】

平成21年６月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,892,400 58,924単元株式数100株

単元未満株式 普通株式　　　  600 － －

発行済株式総数 5,893,000 － －

総株主の議決権 － 58,924 －

　 

②【自己株式等】

 該当事項はありません。

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 548 464 505 520 531 590 579 591 585

最低（円） 445 370 439 481 490 525 532 550 555

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

を早期適用しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,920,016 1,332,921

受取手形及び売掛金 3,104,103 ※2
 4,580,942

完成工事未収入金 947,273 1,965,393

製品 209,424 312,361

原材料 1,178,828 1,341,239

仕掛品 333,584 404,174

未成工事支出金 826,667 541,955

その他 110,299 49,058

貸倒引当金 △2,085 △26,515

流動資産合計 8,628,112 10,501,530

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,195,129

※1
 1,312,180

無形固定資産 22,334 27,111

投資その他の資産

その他 1,301,418 1,170,762

貸倒引当金 △21,589 △21,886

投資その他の資産合計 1,279,829 1,148,875

固定資産合計 2,497,292 2,488,167

資産合計 11,125,405 12,989,698

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,326,072 3,962,915

工事未払金 347,097 576,628

短期借入金 1,555,945 1,414,120

未払法人税等 10,856 17,002

賞与引当金 92,732 －

製品自主回収引当金 13,860 －

その他 483,002 590,676

流動負債合計 4,829,566 6,561,342

固定負債

社債 200,000 200,000

長期借入金 300,000 300,000

役員退職慰労引当金 46,868 73,915

退職給付引当金 430,244 432,069

その他 4,343 7,354

固定負債合計 981,456 1,013,339

負債合計 5,811,022 7,574,682
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 996,600 996,600

資本剰余金 1,460,517 1,460,517

利益剰余金 2,831,836 2,972,751

株主資本合計 5,288,953 5,429,868

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 48,115 3,445

為替換算調整勘定 △22,687 △18,297

評価・換算差額等合計 25,428 △14,852

純資産合計 5,314,382 5,415,016

負債純資産合計 11,125,405 12,989,698
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 9,253,101

売上原価 7,838,716

売上総利益 1,414,384

販売費及び一般管理費 ※1
 1,525,416

営業損失（△） △111,031

営業外収益

受取利息 2,653

受取配当金 13,067

為替差益 95,169

その他 23,141

営業外収益合計 134,032

営業外費用

支払利息 20,968

その他 747

営業外費用合計 21,716

経常利益 1,284

特別利益

固定資産売却益 291

貸倒引当金戻入額 24,339

特別利益合計 24,630

特別損失

固定資産除却損 1,418

減損損失 4,555

投資有価証券評価損 12,969

特別損失合計 18,943

税金等調整前四半期純利益 6,971

法人税、住民税及び事業税 28,361

法人税等調整額 △39,585

法人税等合計 △11,224

四半期純利益 18,195
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 3,095,058

売上原価 2,614,487

売上総利益 480,571

販売費及び一般管理費 ※1
 454,524

営業利益 26,046

営業外収益

受取利息 297

受取配当金 512

助成金収入 6,872

その他 1,722

営業外収益合計 9,404

営業外費用

支払利息 6,689

為替差損 30,448

その他 249

営業外費用合計 37,387

経常損失（△） △1,936

特別損失

投資有価証券評価損 7,709

特別損失合計 7,709

税金等調整前四半期純損失（△） △9,645

法人税、住民税及び事業税 6,374

法人税等調整額 △7,708

法人税等合計 △1,333

四半期純損失（△） △8,312
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,971

減価償却費 179,056

減損損失 4,555

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24,727

賞与引当金の増減額（△は減少） 92,732

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,824

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △27,047

製品自主回収引当金の増減額（△は減少） 13,860

受取利息及び受取配当金 △15,720

支払利息 20,968

為替差損益（△は益） △27,799

固定資産売却損益（△は益） △291

投資有価証券評価損益（△は益） 12,969

助成金収入 △12,136

固定資産除却損 1,418

売上債権の増減額（△は増加） 2,489,244

たな卸資産の増減額（△は増加） 51,530

仕入債務の増減額（△は減少） △1,872,714

その他 △105,704

小計 785,340

利息及び配当金の受取額 15,492

利息の支払額 △19,900

助成金の受取額 5,195

法人税等の支払額 △28,114

営業活動によるキャッシュ・フロー 758,014

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △85,325

投資有価証券の取得による支出 △288,399

投資有価証券の売却による収入 192,000

その他 △4,552

投資活動によるキャッシュ・フロー △186,276

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 147,265

配当金の支払額 △157,773

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,508

現金及び現金同等物に係る換算差額 25,866

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 587,094

現金及び現金同等物の期首残高 1,332,921

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,920,016
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総

平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

　この変更による損益に与える影響はありません。 

(2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の

取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18

年５月17日）を適用しております。

　この変更による損益に与える影響はありません。 

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法

  

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省

略し、前連結会計年度末の実地棚卸を基礎として合理的な方法により算

定しております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなもの

についてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によってお

ります。

２．固定資産の減価償却費の算定方法

　

　定率法を採用している有形固定資産の減価償却費は、当連結会計年度に

係る額を期間按分して算定しております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法 

　

　

　

　法人税等の納付税額の算定に関しては、原則的な方法によっております

が、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては前連結会計年度末以降

に経営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場

合には前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックスプラ

ンニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっ

ております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【追加情報】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

有形固定資産の耐用年数の変更 　当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正における減価償

却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の

耐用年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短

いことが明らかになったため、使用可能期間に即した耐用年数にするた

めに、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年数

を主として11年から７年に変更しております。

　これにより、従来の方法による場合に比べ、当第３四半期連結累計期間

の営業損失が17,322千円増加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益が、それぞれ17,322千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 　

退職給付引当金 当社及び国内連結子会社は、従来、退職給付制度として適格年金制度を

採用しておりましたが、平成21年６月１日より確定給付年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指

針第１号)を適用しております。

なお、この制度の変更に伴う影響額は軽微であります。　

製品自主回収引当金

　

　

　

　

　

当社製住宅用火災警報器の自主回収・交換について、第１四半期連結会

計期間末時点では、その回収状況および影響額等について調査中であり、

影響額等の見積りが困難でありましたが、第２四半期連結会計期間末よ

り、製品の自主回収費用の支出に備えるため、不具合に起因する自主回収

費用を個別に見積り算出した額を製品自主回収引当金として計上してお

ります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は2,891,192千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は2,744,513千円で

あります。

 ※２　連結会計年度末日満期手形の処理

　連結会計年度末日満期手形については、手形交換日を

もって決済処理しておりますが、当連結会計年度末日

は金融機関の休日であり、以下に記載の連結会計年度

末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれておりま

す。

 受取手形 252,151千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

通りであります。 

　

給料手当 494,658千円

退職給付費用 67,589千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,425千円

賞与引当金繰入額 56,710千円

製品自主回収引当金繰入額 13,860千円

　

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

通りであります。 

　

給料手当 140,499千円

退職給付費用 19,903千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,780千円

賞与引当金繰入額 56,710千円

貸倒引当金繰入額 1,457千円

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

　　　現金及び預金勘定 1,920,016千円

　　　現金及び現金同等物 1,920,016千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

    普通株式　　　5,893,000株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

    該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

  配当金支払額 

 
決議 
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日

定時株主総会
普通株式 159,111 27 平成20年12月31日平成21年３月30日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
SSP部門
（千円）

サーマル
部門
（千円）

メディカ
ル部門
（千円）

PWBA部門
（千円）

合計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

　　 売上高 957,062244,727273,6801,619,5883,095,058 ― 3,095,058

営業利益 37,33128,892 5,36879,548151,140 △125,09426,046

　（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

(1）ＳＳＰ部門　…………住宅用火災警報器、火災報知設備、超高感度煙検知システム、FM200ガス高速消火設

備、二酸化炭素消火設備、スプリンクラー消火設備、保守点検サービス

(2）サーマル部門…………半導体製造装置用熱板、温度センサー、デジタル温度調節器、恒温恒湿槽用温度調節

器

(3）メディカル部門………人工腎臓透析装置

(4）ＰＷＢＡ部門…………プリント基板の実装組立 

 

　

 ３　追加情報

　　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法

人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用年数

の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可能期間

に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年数を主と

して11年から7年に変更しております。

　　　これにより従来の方法による場合と比べて、営業利益が「ＳＳＰ部門」で 2,446千円、「サーマル部門」で

1,393千円、「メディカル部門」で 14千円、「ＰＷＢＡ部門」で 1,911千円減少しております。
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当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

 
SSP部門
（千円）

サーマル
部門
（千円）

メディカ
ル部門
（千円）

PWBA部門
（千円）

合計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

　　 売上高 3,833,060569,487638,5194,212,0339,253,101 ― 9,253,101

営業利益又は

営業損失(△) 
107,948△15,751△38,311166,123220,009 △331,040△111,031

　（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

(1）ＳＳＰ部門　…………住宅用火災警報器、火災報知設備、超高感度煙検知システム、FM200ガス高速消火設

備、二酸化炭素消火設備、スプリンクラー消火設備、保守点検サービス

(2）サーマル部門…………半導体製造装置用熱板、温度センサー、デジタル温度調節器、恒温恒湿槽用温度調節

器

(3）メディカル部門………人工腎臓透析装置

(4）ＰＷＢＡ部門…………プリント基板の実装組立 

 

 ３　追加情報

　　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法

人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用年数

の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可能期間

に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年数を主と

して11年から7年に変更しております。

　　　これにより従来の方法による場合と比べて、営業利益が「ＳＳＰ部門」で 7,328千円、「ＰＷＢＡ部門」で

 5,724千円減少し、営業損失が「サーマル部門」で 4,194千円、「メディカル部門」で 74千円増加しており

ます。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
(千円) 

連結
（千円）

 売上高 2,472,865938,5113,411,377△316,3183,095,058

 営業利益又は営業損失(△) △39,002 37,342 △1,659 27,706 26,046

 (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

 　　 ２．中国とは中華人民共和国であり、香港を含んでおります。

３．追加情報

　　　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の

法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用

年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可

能期間に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年

数を主として11年から7年に変更しております。これにより従来の方法によった場合と比べて、営業損失が

「日本」で 5,766千円増加しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
(千円) 

連結
（千円）

 売上高 7,695,7572,369,45110,065,208△812,1079,253,101

 営業利益又は営業損失(△) △304,597 87,050△217,546106,514△111,031

 (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

 　　 ２．中国とは中華人民共和国であり、香港を含んでおります。

３．追加情報

　　　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の

法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用

年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可

能期間に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年

数を主として11年から7年に変更しております。これにより従来の方法によった場合と比べて、営業損失が

「日本」で 17,322千円増加しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,019,341 153 1,019,494

 Ⅱ　連結売上高（千円) ― ― 3,095,058

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
32.9 0.0 32.9

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1)アジア・・・・・中華人民共和国(香港を含む)、タイ、韓国、台湾、シンガポール

(2)その他の地域・・ドイツ、イギリス

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,539,871 1,054 2,540,925

 Ⅱ　連結売上高（千円) ― ― 9,253,101

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
27.5 0.0 27.5

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1)アジア・・・・・中華人民共和国(香港を含む)、タイ、韓国、台湾、インド、シンガポール

(2)その他の地域・・米国、オランダ、ドイツ、イギリス、スウェーデン

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。  

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

　

EDINET提出書類

日本フェンオール株式会社(E02020)

四半期報告書

25/29



（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。  

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 901.81円 １株当たり純資産額 918.89円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3.09円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △1.41円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

  

 　（注）１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 18,195 △8,312

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
18,195 △8,312

期中平均株式数（千株） 5,893 5,893

 

（重要な後発事象）

 　　該当事項はありません。

  

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース取引残高が前連結会計年度末に比して著しい変動が

ないため、記載を省略しております。
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２１年１１月５日

日本フェンオール株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　正行　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原井　武志　　印

 
 

 
   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本フェンオール株

式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本フェンオール株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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